
 

 

山口県の暮らしやすさに関する調査業務仕様書 
 

１ 委託業務の名称 

山口県の暮らしやすさに関する調査業務 

２ 委託業務の目的 

県外在住の若者や子育て世代が求める暮らしに対するニーズや意識等を把握するため、

Web調査を実施し、調査結果を集計・分析したデータを、本県の「暮らしやすさ」に関す

るコンテンツの制作等に活用する。また、本県の実施する広報がより効果的になるよう、

広報内容や広報手法等を検討する際にも活用する。 

３ 履行期間 

契約締結日から令和６年９月３０日まで 

４ 調査対象者 

  首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、広島県及び福岡県在住の 18歳から 49

歳までの男女 

５ 業務内容 

（１）設問の修正等 

本業務の目的達成のために有効な調査結果が得られるよう、別紙１「設問・選択肢

（案）」を修正等（設問内容・設問数、回答方式・選択肢等の追加、削除 等）し、設問

票の設計（回答ページの作成 等）を行う。なお、設問数は３０問程度を目安とする。 

（２）Web調査 

   上記（１）で設計した設問により、首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、

広島県及び福岡県在住者を対象に Web 調査を行う。実施にあたっては、事前調査（ス

クリーニング用の調査）を行った上で、本調査を実施すること。なお、本業務の目的

達成のために有効かつ誤差の小さい調査結果が得られるよう、調査エリア（首都圏、

広島県、福岡県）ごとに必要な有効回答数（最低 1,000人以上）を確保すること。 

（３）集計・分析 

   実施した Web 調査の結果を集計し、本業務の目的達成のために必要な分析を行い、

報告書にまとめた上で、７月３１日までに広報広聴課に提出する。また、調査結果の

ローデータ（無加工のデータ）も納品すること。なお、履行期間内はデータの活用等

について必要な助言を行うものとする。 

６ その他の条件 

（１）実際に実施する業務内容は、委託業者からの提案に基づき、広報広聴課と調整の上、

決定する。 

（２）本仕様書に定めのない事項及び業務を遂行する上で疑義や改善の必要性がある場合

は、広報広聴課と協議して定める。 

（３）業務遂行にあたっては、広報広聴課と企画段階から綿密な協議を行うとともに、進

捗状況を随時報告するものとする。 

（４）業務遂行にあたり発生する経費は、全て契約金額に含むものとする。 


